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│小児救急を含む小児医療対策 

小児医療の現状  

（1） 小児患者の概況 

○ 小児医療は、一般的に０歳児から中学生頃までを対象とする非常に多岐にわたる分野です。

疾病等の内容も急性から慢性疾患、さらに症状の程度も軽いものから難病と呼ばれるもの

まで幅広く、それぞれの疾患に対して適切な医療を受けられる体制が必要です。 

○ 平成 28（2016）年人口動態調査によると、本県の出生率（人口千人あたり）は 7.4（全国

7.8）と平成 18（2006）年の 8.6（全国 8.7）から減少傾向にあります。また、本県の子ど

もの数は、平成９（1997）年から平成 28（2016）年にかけて６万７千人、率にして 23％減

少しました。少子化の影響により、乳児（０歳）、幼児（１歳から４歳）、児童（５歳から

14 歳）ともほぼ同率で減少しています。 

 

図表５-10-1 三重県の小児人口の推移 

 

資料：三重県「月別人口調査」（各年 10 月１日現在） 

 

図表５-10-2 地域別小児人口と構成比  

○ 本県の平成 28（2016）年 10 月現在の小児人口 23

万人弱のうち 49％が北勢医療圏に集中し、中でも

三泗区域が全県の 22％を占めています。また、北

勢医療圏は、乳児人口の 51％を占めています。 

○ 平成 28（2016）年の本県における周産期死亡率（出

産千件あたり）は 5.7（全国 3.6）、新生児死亡率*

（出生千件あたり）は 0.9（全国 0.9）となってい

ます1。 

 

 

資料：三重県「月別人口調査」 

（平成 28 年 10 月１日現在） 

                            
1 出典：厚生労働省「平成 28 年 人口動態調査」 
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○ 乳児死亡率（出生千人あたり）、幼児死亡率（幼児人口千人あたり）は、長期的に減少して

いますが、児童死亡率（児童人口千人あたり）は漸増しており、平成 28（2016）年は全国

平均を上回っています。同年は、乳児死亡率 1.7（乳児死亡者 22 人）、幼児死亡率 0.11（幼

児死亡者６人）、児童死亡率 0.1（児童死亡者 16 人）となっています。 

 

図表５-10-3 乳児（０歳）死亡率の推移  

 
資料：厚生労働省「人口動態調査」 

 

図表５-10-4 幼児（１歳から４歳）死亡率  

 
※ 死亡率算出に用いた人口は、全国は日本人に限りますが、三重県は住民票を登録している外国人を含みます。

このため、三重県の死亡率は全国に比べて下２桁の数値が１～２ポイント低く表示されています。 
資料：厚生労働省「人口動態調査」、三重県「月別人口調査」（各年 10 月 1日現在） 

 

 

図表５-10-5 児童（５歳から 14 歳）死亡率  

 

資料：同上 
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○ 本県における平成 24（2012）年から平成 28（2016）年の直近５年間の主な死因は、乳児（５

年間で 170 人死亡）では「周産期に発生した病態」（31％）、心臓の先天奇形等の「先天奇

形及び染色体異常」（30％）が過半を占めます。幼児は肺炎等の「呼吸器系の疾患」や敗血

症等の「感染症及び寄生虫」が多いなどの特徴もありますが、成長するにつれ不慮の事故

等の「傷病及び死亡の外因」が増えます。 

○ 直近５年間の構想区域別小児死亡率は、０歳では三泗区域（3.0%）が、１～４歳は鈴亀区

域（0.27％）、５～９歳および 10～14 歳は東紀州区域（それぞれ 0.16％、0.26％）が高く

なっています。また、全体として、年長になるにつれ死亡率が低くなる傾向があります。 

○ また、全国の乳幼児の 87％は医療機関で、11％は自宅で亡くなっています。児童はそれぞ

れ 81％、15％で、屋外等のその他が５％とやや高くなります。児童に多い不慮の事故の場

合も、医療機関か自宅で亡くなることが大半で、屋外等のその他は１割程度です2。 

図表５-10-6 県内における小児の死因 

  
資料：厚生労働省「平成 24～28 年 人口動態調査」 

 

図表５-10-7 構想区域別の小児死亡数・死亡率  

  ０歳 １～４歳 ５～９歳 10～14 歳 

  死亡数 
死亡率 

(人口千対) 
死亡数 

死亡率 
(人口千対) 

死亡数 
死亡率 

(人口千対) 
死亡数 

死亡率 
(人口千対) 

桑 員 16 1.8 6 0.16 4 0.08 2 0.04 

三 泗 49 3.0 12 0.18 4 0.05 3 0.03 

鈴 亀 24 2.3 12 0.27 4 0.07 1 0.02 

 津 18 1.7 7 0.15 8 0.13 4 0.06 

伊 賀 15 2.4 6 0.22 4 0.11 1 0.03 

松 阪 23 2.8 9 0.25 0 0.00 9 0.18 

伊勢志摩 20 2.6 4 0.12 4 0.09 8 0.15 

東紀州 5 2.6 1 0.11 2 0.16 4 0.26 

資料：同上 

 
 

                            
2 出典：厚生労働省「平成 28 年 人口動態調査」 
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○ 本県の平成 26（2014）年 10 月の１日あたりの小児患者数（０歳から 15 歳未満）は、入

院 0.4 千人、外来 10.8 千人と推計されます。小児人口千人あたりでは、入院は全国と同水

準、外来は２割弱多い水準であり、特に伊賀・桑員区域の外来受療率が高い状況です。 

○ また、入院患者の容態は、生命に危険がある患者（重篤）が 14.8％、生命の危険はないが

入院治療を要する患者（重症）が 77.8％、受入れ条件が整えば退院可能な患者（中症）が

4.8％の分布でした。なお、小児の外来患者は軽症の割合が高いことが特徴です。 

○ 小児患者の時間外外来受診料を算定した小児人口10万人あたりの医療機関数は209施設で、

算定回数は 17,237 件となっています。中勢伊賀医療圏において算定した医療機関数は 175

施設であり、全国平均をやや下回る一方、算定回数は 25,428 件と大きく上回っており、１

施設あたりの算定件数が多い状況です。 

 

図表５-10-8 推計小児患者数 

（単位：人、％） 

二次医療圏・ 

構想区域 

小児人口千人あたり 

小児患者 
入院患者の容態別割合 

入院 外来 重篤 重症 中症 その他 

全 国 1.7 37.8 5.8 75.1 6.4 12.7 

三重県 1.7 44.9 14.8 77.8 4.8 2.7 

北勢医療圏 1.9 50.1 23.7 73.5 2.8 0.0 

桑員区域 1.6 66.7 7.2 92.8 0.0 0.0 

三泗区域 2.2 38.0 22.8 73.6 3.6 0.0 

鈴亀区域 1.6 53.7 79.6 20.4 0.0 0.0 

中勢伊賀医療圏 1.1 36.3 9.6 77.7 8.0 4.8 

津区域 1.2 14.5 9.7 77.4 8.1 4.8 

伊賀区域 0.8 72.8 0.0 100.0 0.0 0.0 

南勢志摩医療圏 1.4 47.2 0.0 94.9 0.0 5.1 

松阪区域 1.7 38.7 0.0 83.2 0.0 16.8 

伊勢志摩区域 1.2 56.2 0.0 100.0 0.0 0.0 

東紀州医療圏 0.5 14.0 0.0 0.0 0.0 0.0 

※入院患者数は患者住所地で、外来患者数は患者住所地不明のため、医療機関所在地で集計しています。 

※入院患者の容態別の「その他」は検査入院等の意味です。10 月のある１日の患者の容態であり、地域の患者全

体の容態を表しているわけではありません。     資料：厚生労働省「平成 26 年 患者調査（個票解析）」 

 

図表５-10-9 小児患者の時間外外来受診回数（0 歳～14 歳） 

（単位：件） 

二次医療圏 

算定回数 医療機関数 

実 数 
小児人口 10 万人 

あたり 
実 数 

小児人口 10 万人 

あたり 

全 国 3,101,684 19,451 28,336 178 

三重県 40,253 17,237 489 209 

北勢医療圏 15,707 13,707 245 214 

中勢伊賀医療圏 14,363 25,428 99 175 

南勢志摩医療圏 9,496 17,262 126 229 

東紀州医療圏 687 9,241 19 256 

資料：厚生労働省「ＮＤＢ」（平成 27 年度）、総務省「平成 27 年 国勢調査」（平成 27 年 10 月１日現在） 
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（2） 小児医療の提供体制 

○ 平成 26（2014）年の医療施設調査では、本県において小児科を標榜している医療機関（精

神科病院を除く）は 41 病院、72 診療所であり、全国と同様に年々減少しています。小児

人口 10 万人あたりでは、病院は全国平均をやや上回っていますが、診療所はやや下回って

います。 

○ 同調査では、小児外科を標榜している病院は津の２病院のみであり、小児人口 10 万人あた

りの病院数は、全国の 2.2 に対して本県は 0.8 と４割程度の水準です。 

○ また、同調査では、本県において小児歯科を標榜する歯科診療所数は 595 診療所で、小児

人口 10 万人あたりでは 247.6（全国 253.1）と全国平均をやや下回っていますが、一般歯科

診療所においても小児に対する治療が可能となっています。 

○ 小児入院患者のための設備や人員が配置され、一定数以上の小児救急患者等の受入れ実績

がある病院が算定できる小児入院医療管理料を算定している病院は県内に９病院、301 床

ありますが、小児人口 10 万人あたりでは全国平均を下回っています。 

○ リスクの高い妊産婦の医療および高度な新生児医療を担う周産期母子医療センターは、県

内に５施設設置されています。また、平成 29（2017）年９月現在、新生児特定集中治療室

（ＮＩＣＵ）は６施設に 48 床あり、国の指針による必要数と出産件数あたりの全国平均を

上回っていますが、中勢伊賀医療圏に集中しているため、他地域では全国平均を下回って

います。なお、東紀州医療圏には整備されておらず、他の医療圏において対応しています。 

○ また、ＮＩＣＵと母体・胎児集中治療室（ＭＦＩＣＵ）を備えた総合周産期母子医療セン

ターとして国立病院機構三重中央医療センターおよび市立四日市病院が指定されており、

三重中央医療センターには、新生児の救急搬送を担う三重県新生児ドクターカー（すくす

く号）が配備されています。 
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図表５-10-10  小児科を標榜する病院数（上段）と診療所数（下段）  

 

 

 
資料：厚生労働省「平成26年 医療施設調査（個票解析）」（平成26年10月１日現在）、総務省「人口推計」

（平成26年10月１日現在）、三重県「月別人口調査」（平成26年10月１日現在） 

 

図表５-10-11  小児歯科を標榜する歯科診療所数 

（単位：か所） 

  小児歯科標榜診療所数 
小児人口 10 万人 

あたり 

全 国 42,627 253.1 

三重県 595 247.6 

資料：厚生労働省「平成26年 医療施設調査」（平成26年10月

１日現在）、総務省「人口推計」（平成26年10月１日現

在）、三重県「月別人口調査」（平成26年10月１日現在） 
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図表５-10-12  小児入院医療管理料を算定している病院数（上段）と病床数（下段） 

（単位：か所） 

二次医療圏・ 

構想区域 

小児入院医療 

管理料１ 

小児入院医療 

管理料２ 

小児入院医療 

管理料３ 

小児入院医療 

管理料４ 

小児入院医療 

管理料５ 
合計 

病院数 指数 病院数 指数 病院数 指数 病院数 指数 病院数 指数 病院数 指数 

全国 66 0.4 180 1.1 106 0.7 368 2.3 131 0.8 851 5.4 

三重県 0 0.0 4 1.7 0 0.0 4 1.7 1 0.4 9 3.9 

北勢医療圏 0 0.0 2 1.8 0 0.0 1 0.9 0 0.0 3 2.7 

桑員区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

三泗区域 0 0.0 2 3.9 0 0.0 0 0.0 0 0.0 2 3.9 

鈴亀区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 3.0 0 0.0 1 3.0 

中勢伊賀医療圏 0 0.0 1 1.8 0 0.0 2 3.6 1 1.8 4 7.2 

津区域 0 0.0 1 2.8 0 0.0 2 5.7 1 2.8 4 11.3 

伊賀区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

南勢志摩医療圏 0 0.0 1 1.9 0 0.0 1 1.9 0 0.0 2 3.7 

松阪区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 3.6 0 0.0 1 3.6 

伊勢志摩区域 0 0.0 1 3.8 0 0.0 0 0.0 0 0.0 1 3.8 

東紀州医療圏 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

 

（単位：床） 

二次医療圏・ 

構想区域 

小児入院医療 

管理料１ 

小児入院医療 

管理料２ 

小児入院医療 

管理料３ 

小児入院医療 

管理料４ 

小児入院医療 

管理料５ 
合計 

病床数 指数 病床数 指数 病床数 指数 病床数 指数 病床数 指数 病床数 指数 

全国 5,699 36.1 9,028 57.2 5,099 32.3 12,386 78.5 22,245 141.0 54,457 345.1 

三重県 0 0.0 133 57.9 0 0.0 88 38.3 80 34.8 301 130.9 

北勢医療圏 0 0.0 50 44.2 0 0.0 27 23.9 0 0.0 77 68.1 

桑員区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

三泗区域 0 0.0 50 98.3 0 0.0 0 0.0 0 0.0 50 98.3 

鈴亀区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 27 81.2 0 0.0 27 81.2 

中勢伊賀医療圏 0 0.0 60 107.8 0 0.0 24 43.1 80 143.7 164 294.6 

津区域 0 0.0 60 170.1 0 0.0 24 68.0 80 226.8 164 464.9 

伊賀区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

南勢志摩医療圏 0 0.0 23 42.7 0 0.0 37 68.6 0 0.0 60 111.3 

松阪区域 0 0.0 0 0.0 0 0.0 37 133.7 0 0.0 37 133.7 

伊勢志摩区域 0 0.0 23 87.7 0 0.0 0 0.0 0 0.0 23 87.7 

東紀州医療圏 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

※表中の「指数」は小児人口 10 万人あたり。 

※小児入院管理料は小児科常勤医がいて、複数の夜勤看護師がいる等、一般的な小児病棟より人員配置が厚い病院

が算定できる基準です。小児医療管理料１が最も高度な小児医療を提供する病院で、小児科常勤医 20 人以上、

６歳未満の手術年 200 件以上、小児緊急入院患者年 800 件以上等の基準を満たす病院です。（管理料２～５の配

置が必要な常勤小児科医師数 管理料２：９名以上、管理料３：５名以上、管理料４：３名以上、管理料５：１

名以上） 

資料：厚生労働省「診療報酬施設基準」（平成 28 年３月 31 日）、総務省「人口推計」（平成 28 年 10 月１日現在）、

三重県「月別人口調査」（平成 28 年 10 月１日現在） 

 

○ 平成 28（2016）年末の本県の小児科の医師数は 208 人で、15 歳未満の小児人口 10 万人あ

たり 90.5 人と全国平均を下回っています。 

○ 小児外科医は 11人で、全国平均に比べてやや少ない状況にあります。 

○ 平成 28（2016）年における小児人口 10 万人あたりの医療施設従事医師数は、小児科標榜
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診療所に勤務する医師数 38.3 人（全国平均 41.7 人）、小児医療に係る病院勤務医数 52.2

人（全国平均 65.6 人）で、いずれも全国平均を下回っています。 

○ 近年の医師数としては、医学部定員の増員により全国的に増加傾向にあり、本県において

も過去 10 年間の医師数は増加しています。しかし、小児科医は平成 18（2006）年から平

成 28（2016）年にかけて全国で 15％増えたのに対し、本県は７％増にとどまっています。

さらに、小児科標榜診療所に勤務する小児科医の高齢化が進んでおり、全体の 60％が 60

歳以上となっています。 

 

図表５-10-13  構想区域別小児科医師数 

（単位：人） 

 
全国 三重県 

桑員 

区域 

三泗 

区域 

鈴亀 

区域 
津区域 

伊賀 

区域 

松阪 

区域 

伊勢志

摩区域 

東紀州 

区域 

小児科医師数 16,937 208 13 40 16 76 14 18 26 5 

小児人口 10 万人 

あたり 
107.3 90.5 44.8 78.6 48.1 215.4 68.7 65.0 99.2 69.9 

人口10万人あたり 13.3 11.5 6.0 10.6 6.5 27.3 8.3 8.2 11.2 7.1 

資料：厚生労働省「平成 28 年 医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 28 年 12 月 31 日現在）、総務省「人口推計」

（平成 28 年 10 月 1日現在）、三重県「月別人口調査」（平成 28 年 10 月 1日現在） 

 

図表５-10-14  小児医療に係る病院・診療所勤務医師数（小児科・小児外科） 

（単位：人） 

 

小児科医 小児外科医 

病院 診療所 病院 診療所 

実数 指数 実数 指数 実数 指数 実数 指数 

全 国 10,355 65.6 6,582 41.7 777 4.9 25 0.2 

三重県 120 52.2 88 38.3 11 4.8 0 - 

※表中の「指数」は小児人口 10 万人あたり。 

資料：厚生労働省「平成 28 年 医師・歯科医師・薬剤師調査」（平成 28 年 12 月 31 日現在）、総務省「人口推計」

（平成 28 年 10 月 1日現在）、三重県「月別人口調査」（平成 28 年 10 月 1日現在） 

※参考：日本小児科学会認定小児科医数：198 人（平成 30 年２月８日現在） 

日本小児外科学会認定小児外科医数：６人（平成 29 年２月 28 日現在） 
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図表５-10-15 小児科医の年齢分布 

   

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料；病院勤務小児科医：平成 29 年三重県調査 

小児科標榜診療所勤務小児科医： 

平成 29 年三重県小児科医会調査 

 

 

 

○ 小児入院医療管理料の算定対象となった小児入院患者の流出率は、北勢医療圏で 48.7％と

なっており、そのうち 18.9％は県外へ流出しています。また、南勢志摩医療圏では 27.2％

となっています。 

○ 一方、流入率では、三重大学医学部附属病院等のある中勢伊賀医療圏が 57.3％と高い割合

を示しています。ただし、専門性の高い小児医療については、他の都道府県においても、

子ども専門病院やそれに準じた病院に集中する傾向があり、本県だけの特徴ではありませ

ん。 

 

図表５-10-16 二次医療圏別 小児入院患者（小児入院医療管理料の算定患者）の流出・流入状況 

（単位：件／年） 
流出先 

 

患者住所地 

北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
県外 

域外への流出率 

 
うち県内 うち県外 

北勢医療圏 363 211     134 48.7% 29.8% 18.9% 

中勢伊賀医療圏   237       0.0%     

南勢志摩医療圏   107 286     27.2% 27.2%  0.0% 

東紀州医療圏                 
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流入元 
 

施設住所地 

北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
県外 

域内への流入率 

 
うち県内 うち県外 

北勢医療圏 363         0.0%     

中勢伊賀医療圏 211 237 107     57.3% 57.3% 0.0% 

南勢志摩医療圏     286     0.0%     

東紀州医療圏                 

※空白欄は 10 件未満のため非公表です。 

※国民健康保険、退職国保、後期高齢者医療制度のみ。 

※レセプト件数は同一医療機関・同一診療科の１か月間の受診を１件と数え、患者数とは一致しません。 

資料：厚生労働省「ＮＤＢ」（平成 27 年度） 

 

○ 県内の小児医療提供体制の強化により、専門的治療の必要な「先天奇形、変形および染色

体異常」による県外流出率は減少傾向にありますが、平成 26（2014）年においても、北勢

医療圏は 38％、南勢志摩医療圏は 22％が愛知県の医療機関に入院しています。 

 

図表５-10-17  二次医療圏別 先天奇形、変形および染色体異常患者の流出・流入状況（推計値） 

（単位：％） 

流出先 
 

患者住所地 

北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
県外 

域外への流出率 

 
うち県内 うち県外 

北勢医療圏  0 62  0  0 38 100 62 38 

中勢伊賀医療圏  0 100  0 0 0  0 0 0 

南勢志摩医療圏 0  78 0 0 22 100 78 22 

東紀州医療圏 0 0 0 0 0 0 0 0 
 

流入元 
 

施設住所地 

北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
県外 

域内への流入率 

 
うち県内 うち県外 

北勢医療圏  0 0 0 0 0  0 0 0 

中勢伊賀医療圏 42 25 33 0 0 75 75 0 

南勢志摩医療圏 0 0 0 0 0  0 0 0 

東紀州医療圏 0 0 0 0 0  0 0 0 

※10 月のある１日の患者の入院状況であり、地域の患者全体の入院状況を表しているわけではありません。 

資料：厚生労働省「平成 26 年 患者調査 病院入院奇数票（個票解析）」 

 

（3） 小児救急 

○ 少子化、核家族化、夫婦共働きといった社会情勢や家庭環境の変化に加え、保護者等によ

る専門医志向、病院志向が影響し、小児救急搬送患者の多くが軽症です。 

○ 小児救急医療提供体制については、症状の軽い初期救急医療は、休日夜間応急診療所等に

より対応していますが、小児医療機関の少ない地域では十分な体制がとれていないところ

があり、中でも東紀州医療圏は体制が脆弱な状況です。 

○ 入院治療を必要とする小児二次救急医療に対応するために、地域によっては、小児救急に

対応できる機能の集約化や病院群輪番制により対応していますが、病院に勤務する小児科

医の不足から、小児科医による当直対応が困難な地域があります。 
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○ 地域の小児科医と連携をとりつつ、夜間、休日の小児救急患者の診療が可能な体制を保つ

医療機関（地域連携小児夜間･休日診療料１の届出医療機関）は６施設あり、さらに常時、

小児科医を配置し 24 時間の診療体制を保つ医療機関（地域連携小児夜間･休日診療料２の

届出医療機関）は、南勢志摩医療圏に１施設あります。 

 

図表５-10-18  地域連携小児夜間・休日診療料届出医療機関 

 

  
資料：厚生労働省「診療報酬施設基準」（平成 28 年３月 31 日）、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口

動態及び世帯数調査」（平成 28 年１月１日現在） 

 

○ 地域連携小児夜間・休日診療料算定患者の流出率は、小児医療機関が多い中勢伊賀医療圏

では 1.8％にとどまりますが、北勢・南勢志摩両医療圏は６％程度あり、また、東紀州医

療圏では 67.3％と非常に高い状況です。一方、流入率では、中勢伊賀医療圏が北勢・南勢

志摩医療圏を中心に圏外から 12.9％の患者を受け入れています。 
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図表５-10-19 二次医療圏別 夜間・休日診療小児患者の流出・流入状況 

（単位：件／年） 

流出先 
 

患者住所地 

北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
県外 

域外への流出率 

 
うち県内 うち県外 

北勢医療圏 3,510 138 15   72 6.0% 4.1% 1.9% 

中勢伊賀医療圏 29 2,328 13     1.8% 1.8% 0.0% 

南勢志摩医療圏 13 177 2,934     6.1% 6.1% 0.0% 

東紀州医療圏       159 327 67.3% 0.0% 67.3% 

三重県から県外への流出率 4.1% 

 

流入元 
 

施設住所地 

北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
県外 

域内への流入率 

 
うち県内 うち県外 

北勢医療圏 3,510 29 13   11 1.5% 1.2% 0.3% 

中勢伊賀医療圏 138 2,328 177   31 12.9% 11.8% 1.2% 

南勢志摩医療圏 15 13 2,934   14 1.4% 0.9% 0.5% 

東紀州医療圏       159   0.0%     

県外から三重県への流入率 0.6% 

※空白欄は 10 件未満のため非公表です。 

※外来診療料（小児／乳幼児、休日／深夜／夜間加算）、再来（小児／乳幼児、休日／深夜／夜間加算） 

小児科外来診療料（休日／時間外／深夜／夜間加算）、小児科再診（休日／時間外／深夜／夜間加算） 

地域連携小児夜間・休日診療料１，２の算定患者 

資料：厚生労働省「ＮＤＢ」（平成 27 年度） 

 

 

○ 小児救急搬送で医療機関に受入れ照会を行った回数が４回以上だった件数は、小児人口 10

万人あたり 104.5 件で、全国平均の２倍近くになっています。 

○ 平成 28（2016）年における急病に係る乳幼児の救急搬送のうち、軽症患者の割合は 75.4％

を占めます。 

 

図表５-10-20 小児救急搬送症例のうち受入れ困難事例の件数 

（単位：件） 

 

医療機関に受入れの照会を行った 

回数が４回以上 
現場滞在時間が 30 分以上 

件数 
小児人口 10 万人

あたり 
件数 

小児人口 10 万人

あたり 

全 国 8,570 53.9 12,039 75.8 

三重県 244 104.5 175 74.9 

資料：消防庁「平成 27 年度 救急搬送における医療機関の受入れ状況等実態調査」 

総務省「国勢調査」（平成 27 年 10 月 1日現在） 

 

図表５-10-21 急病に係る乳幼児救急搬送における軽症者の割合 

（単位：％） 

 
平成 25 年 平成 26 年 平成 27 年 平成 28 年 

全 国 76.3 75.8 75.7    － 

三重県 76.0 73.1 73.7 75.4 

資料：消防庁「救急・救助の現況」 
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○ 家庭における応急手当や疾病に関する知識の周知を図るため、三重県小児科医会との連携

により、「子どもの救急対応マニュアル」を作成し、ホームページ「医療ネットみえ」で公

開しています。 

○ 急な子どもの病気に関する電話相談「みえ子ども医療ダイヤル(＃8000）」を実施し、19時

30 分から翌朝８時までの相談に対応しています。平成 28（2016）年度は 10,462 件の相談

を受けました。その内、「119 番をすすめた」または「すぐに医療機関をすすめた」件数は

全体の19％程度であり、保護者等の不安の解消や不要不急の受診の抑制に役立っています。 

○ なお、小児に限らず 24時間年中無休対応の救急・医療・健康相談等フリーダイヤルが、桑

名市、津市、伊勢市、伊賀市、松阪地区（松阪市、多気町、明和町）において実施されて

います。 

 

図表５-10-22  小児救急電話相談の件数 

（単位：件） 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 

6,616 8,802 9,914 10,462 

資料：三重県調査 

 

図表５-10-23  小児救急電話相談の概要 

 実施電話番号 実施時間帯 回線数 実施機関 

三重県全域 
＃8000 もしくは

059-232-9955※ 

平日・休日 

19:30～翌朝8:00 
1 回線 三重県 

※ダイヤル式、ひかり電話、ＩＰ電話などで＃8000 が使用できない場合 

資料：三重県調査 

 

（4） 療養・療育*支援 

○ 平成 27（2015）年度の人口 10 万人あたりの特別児童扶養手当数、障害児福祉手当数は、

全国平均を上回っています。 

○ 平成 29（2017）年６月に、県立草の実リハビリテーションセンター、県立小児心療センター

あすなろ学園、児童相談センターの難聴児支援部門を統合し、障がいや発達に課題のある

子どもの専門医療・福祉機関である「三重県立子ども心身発達医療センター」を開設し、

児童精神科や整形外科・小児整形外科、リハビリテーション科を中心に子どもの心身の発

達や健康を一体的に支えています。 

○ 障がいのある児童を入所により受け入れ、治療および日常生活の指導を行う医療型障害児

入所施設としては、県立子ども心身発達医療センター、済生会明和病院なでしこ障害児入

所施設、国立病院機構三重病院、国立病院機構鈴鹿病院の４施設がありますが、入所でき

る定員が限られています。 

○ 三重県歯科医師会、障がい者支援団体と連携して、障がい児（者）歯科ネットワーク「み

え歯ートネット」を設立し、障がい児（者）を受け入れることができる歯科医療機関の情

報提供を行っています。 
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図表５-10-24  特別児童扶養手当等の交付数  

（単位：件） 

 

特別児童扶養手当数 障害児福祉手当数 
身体障害者手帳交付数 

(18 歳未満) 

実数 
人口 10 万人

あたり 
実数 

人口 10 万人
あたり 

実数 
人口 10 万人

あたり 

全 国 228,764 180.2 64,978 51.2 102,391 80.7 

三重県 3,654 202.1 1,069 59.1 1,357 75.1 

資料：厚生労働省「平成 28 年度 福祉行政報告例」、総務省「人口推計」（平成 28 年 10 月１日現在） 

 

○ 出生数が減少する一方で、平成 28（2016）年の人口動態調査では本県の低出生体重児（2,500

ｇ未満）の出生率は 9.2 と横ばいであるものの、1,000ｇ以下の超低出生体重児の割合は微

増傾向にあります。 

○ 在宅で生活を送る 20 歳未満の医療的ケア児*数は年々増加傾向にあり、平成 28（2016）年

度には、全国で 17,078 人、うち人工呼吸器使用児が 3,069 人います 3。 

○ 平成 28（2016）年度に本県で実施した調査によると、20 歳未満の在宅医療的ケア児数は、

214 人で、うち 40 人が人工呼吸器を使用しています。 

○ ＮＤＢによると、本県において、平成 27（2015）年度に、小児（０歳から 14 歳）に対し

訪問診療を実施した医療機関数は９施設あり、レセプト件数は 105 件となっています。 

○ 平成 28（2016）年度の実態アンケート調査によると、20 歳未満の方への訪問看護について

実施可能と回答した訪問看護ステーション数は 41 施設あります 4。 

○ 三重県医師会において、小児在宅連絡協議会を立ち上げ、医師を中心として連携体制構築

などの取組を進めています。 

○ 医療的ケア児のレスパイト・短期入所は、済生会明和病院なでしこ障害児入所施設および

国立病院機構三重病院等で実施されていますが、その数は限られています。 

○ 県内全域において地域に根ざしたネットワークが構築されており、小児在宅医療に関わる

医療、保健、福祉、教育関係者等の多職種による事例検討会や講演会等、さまざまな事例

への対応力を向上させる取組が進められています。 

  

 

図表５-10-25 医療的ケア児数（0～19 歳） 

（単位：人） 

 総 数 
北勢 

医療圏 

中勢伊賀 

医療圏 

南勢志摩 

医療圏 

東紀州 

医療圏 
地域不明 

医療的ケア児 214 104 50 53 4 3 

うち）人工呼吸器使用児 40 17 9 11 3  

資料：三重大学医学部附属病院小児トータルケアセンター・三重県小児科医会および三重県調査（平成 28 年度） 

                 
3  出典：平成 28 年度厚生労働科学研究費補助金障害者政策総合研究事業「医療的ケア児に対する実態調査と医療・福

祉・保健・教育等の連携に関する研究(田村班)」の中間報告 
４ 出典：三重大学医学部附属病院小児トータルケアセンター 「平成 28 年度 小児における訪問看護に関する調査」 
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圏域の設定と連携体制  

（1） 圏域の設定 

○ 小児医療体制の構築にあたっては、小児救急において常時診療できる体制を整備するとと

もに、圏域ごとに少なくとも１箇所の小児専門医療を取り扱う病院を確保するため、下記

の４つのエリアを圏域とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮 川

 

岡波総合病院 

尾鷲総合病院 

国立病院機構 三重病院 

市立四日市病院

 県立総合医療センター 

三重大学医学部附属病院 

厚生連松阪中央総合病院 

小児医療
ゾーン３ 

伊勢赤十字病院 

小児医療
ゾーン４ 

凡例 

小児中核病院 

小児地域医療センター 

小児地域支援病院 

ＮＩＣＵを有する病院 紀南病院 

小児医療
ゾーン２ 

厚生連鈴鹿中央総合病院 

名張市立病院 

小児医療
ゾーン１ 

桑名市総合医療センター 

（平成 30 年 4月開院予定） 

三重こども病院群 

国立病院機構 三重中央医療センター 
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（2） 各医療機能 

① 小児科標榜診療所、一般小児科病院 

○ 一般的な小児医療に必要とされる診断・検査・治療や、軽症の入院治療を実施します。ま

た、訪問看護ステーションや福祉サービス事業者等との連携により、療養・療育が必要な

小児に対する支援を行います。 

○ 初期小児救急医療を実施します。 

② 小児地域支援病院 

○ 小児医療資源の少ない地域において、軽症患者の診察、入院を実施します。 

③ 小児地域医療センター 

○ 高度な診断・検査・治療や勤務医の専門性に応じた専門医療を行います。また、一般の小

児医療を行う医療機関では対応が困難な患者や、常時監視・治療が必要な患者等に対する

入院診療を行います。 

○ 入院を要する小児救急医療を 24 時間体制で実施します。 

④ 小児中核病院 

○ 小児地域医療センターでは対応が困難な患者に対する高度な専門入院医療や、医療従事者

への教育等を実施します。 

 

（3） 連携のあり方 

○ 専門性の高い小児医療は、小児中核病院である三重大学医学部附属病院、国立病院機構三

重病院、国立病院機構三重中央医療センターが機能分担・連携して担い、「三重こども病院

群」として小児医療を総合的に支えます。 

○ 日常的な診療等は小児科標榜診療所（地域のかかりつけ医など）や一般小児科病院で、一

般の小児医療では対応が困難な患者については小児地域医療センターで、また、重症患者

や専門性の高い診療を要する患者は小児中核病院である「三重こども病院群」の３病院で、

機能分担や連携を図り、必要な医療が受けられる体制を整備します。 

○ 小児初期救急医療については休日・夜間応急診療所等が担っていますが、体制のないとこ

ろや空白時間帯については、二次救急医療を担う病院の支援が必要です。 

○ 小児二次救急医療については、病院に勤務する小児科医の不足から、小児科医による当直

対応が困難な地域があるため、近隣の小児地域医療センターや小児中核病院との連携が必

要です。 

○ 県立子ども心身発達医療センターにおいては、途切れのない発達支援をめざして、隣接す

る国立病院機構三重病院をはじめとする医療機関や市町、特別支援学校等関係機関と連携

を図りながら、入院前調整や退院後支援、地域における発達相談や人材育成研修などに取

り組みます。 
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図表５-10-26  小児医療体制図 

 

  

 

発
症 

行政機関・消防機関 

①健康相談等の支援（♯8000 など） 
②適切な医療機関への速やかな搬送 

小児中核病院 ※日本小児科学会の「中核病院小児科」に相当するもの 

①高度小児専門医療 
・小児地域医療センターでは

対応が困難な患者に対する

高度な専門入院医療を実施 
・地域における医療従事者へ

の教育や研究を実施 
②三重病院においては、小児

救急医療拠点病院として、

入院を必要とする小児の重

症患者の受入れを24時間体

制で実施 

国立病院機構   
三重中央医療センター 

（未熟児・新生児疾患など） 

三重大学医学部附属病院 
（血液・腫瘍、循環器 
難治疾患など） 

【小児救急医療拠点病院】 
国立病院機構 三重病院 
（感染症、アレルギー 
慢性疾患など） 

高度な専門医

療等を要する

患者 

療養・療育を

要する小児の

退院支援 

小児地域医療センター 

・桑名市総合医療センター 
・県立総合医療センター 
・市立四日市病院 
・厚生連鈴鹿中央総合病院 
・岡波総合病院 
・名張市立病院 
・厚生連松阪中央総合病院 
・伊勢赤十字病院 

※日本小児科学会の「地域小児科センター」に相

当するものなど 

①小児専門医療 
・一般の小児医療を行う機関では対応が困

難な患者に対する医療を実施 
②入院小児救急 
・入院を要する小児救急医療を 24 時間体

制で実施 
（一部医療機関を除く） 

緊急手術等を

要する場合の

連携 

療養・療育を

要する小児の

退院支援 

①一般小児医療 
・地域に必要な一般小児医療を実施 
・生活の場での療養・療育が必要な小児に対

して支援を実施 
②初期小児救急 
③小児医療過疎地域の一般小児医療 
（小児地域支援病院） 
※小児地域支援病院：日本小児科学会の「地

域振興小児科病院Ａ」に相当するもの 

小児科標榜診療所・一般小児科病院・小児地域支援病院など 

○小児科標榜診療所 
〇一般小児科病院 
〇小児地域支援病院 
 ・尾鷲総合病院 
 ・紀南病院 
〇休日・夜間応急診療所 
〇訪問看護ステーションなど 

 重篤な患者

の紹介 

常時の監視

等を要する

患者 

県立子ども心身 

発達医療センター 

【小児整形／リハビリ】 
【児童精神科】 
【難聴児の福祉支援】  
○医療支援 
○地域支援 
  ・巡回療育 
  ・発達相談 
  ・人材育成 

入院前調整 
退院支援 
患者紹介 

入院前調整 
退院支援 
患者紹介 

患者紹介 
情報提供 

三重こども病院群 
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課題  

（1） 小児医療を担う人材の不足 

○ 小児科、小児外科、児童精神科医等の子どもの診療を専門的に担う医師が不足しています。

専門医療と救急医療の両面から、小児医療体制の強化に必要となる医師の人材育成･確保に

努める必要があります。 

○ 小児医療は、耳鼻咽喉科、眼科等さまざまな診療科による専門的な医療提供が求められる

ため、「三重こども病院群」等と一般小児医療を担う病院が連携し、必要な医療が受けられ

る体制整備を進める必要があります。 

 

（2） 小児医療提供体制の集約化･重点化の推進 

○ 小児人口や小児入院患者数の減少、疾病構造の変化に応じた機能分担・連携を進める必要

があります。 

○ 高度な専門的治療については、「三重こども病院群」の３病院が機能分担・連携し、必要な

医療が受けられる体制整備を進める必要があります。 

○ ＮＩＣＵについては、人口比率等を考慮し、地域の需要に応じた整備をする必要がありま

す。 

○ 乳児死亡率や幼児死亡率は長期的に減少していますが、予防できる死亡をなくすため、乳

幼児健診等の予防的支援を行う関係者は、日頃から研修会等に参加し、質の向上に努める

ことが求められます。 

 

（3） 小児（救急）患者の症状に応じた救急医療体制の充実 

○ 小児救急においては、時間外や軽症患者による二次救急医療機関の受診が増加しているた

め、救急医療のかかり方やかかりつけ医への早期受診等、適切な受診行動についての啓発、

小児救急に関する情報提供、相談体制の充実が必要です。 

○ 小児救急患者の多くが軽症患者であるため、小児初期救急医療体制の整備が求められます

が、初期救急を担う診療所小児科医の高齢化が進んでいること等の要因により、深夜帯の

受入れ等が困難な状況となっています。 

○ 二次救急医療機関における小児科医の不足から、小児救急患者への対応が困難な地域があ

るため、支援体制の整備が求められます。 

 

（4） ＮＩＣＵ、小児病棟を退院した長期療養児の療養･療育支援体制の充実 

○ 医療依存度の高いＮＩＣＵに入院している小児の退院支援について、介護保険制度におけ

る介護支援専門員（ケアマネジャー）のようなコーディネート機能を担う仕組みが必要で

あり、医療および福祉サービスの一体的な支援体制を整えることが求められます。 

○ 医療的ケア児が、急変時に入院対応できる医療機関が少ないため、小児中核病院や小児地

域医療センター等とかかりつけ医の連携体制の充実が求められます。 

○ 地域における小児在宅医療の提供体制を整備していくためには、地域の医療的ケア児数の



289 

把握が必要です。 

○ 小児対応訪問看護ステーションや、訪問診療が可能な医療機関が不足しており、その理由

の多くは経験や知識・技術不足であることから、人材育成の取組が求められています。 

○ 医療的ケア児の家族の負担を軽減するため、レスパイト・短期入所を行う施設の体制整備

が必要です。 

 

めざす姿と施策の展開  

（1） めざす姿 

○ 医療機関の連携等により、限りある医療資源を有効に活用し、適切な小児医療が提供され

ています。 

○ 普段からかかりつけ医を持ち、家庭でできる応急手当や病気に関する正しい知識を得られ

る環境が整っています。 

○ 県民が安心して子どもを育てることができるよう、保健･医療･福祉･教育分野が連携し、総

合的かつ継続的な支援体制が進められています。 

 

（2） 取組方向 

取組方向１：小児医療を担う人材の育成･確保 

取組方向２：地域差のない小児医療提供体制の充実 

取組方向３：小児救急医療体制および予防的支援の充実 

取組方向４：療養･療育支援体制の充実 

 

（3） 数値目標 

目標項目 目標項目の説明 目標値・現状値 

幼児死亡率 

 

【人口動態調査】 

幼児（１～４歳）の死亡率（幼児

人口千人あたり）を 0.08 未満に

減少させることを目標とします。 

目 標 

0.08 未満 

現 状(H28) 

0.11 

軽症乳幼児の救急搬送率

（乳幼児の急病による救

急搬送のうち軽症患者の

割合） 

【救急・救助の現況】 

急病に係る乳幼児（生後 28 日以

上満７歳未満）の軽症者救急搬送

率を 70％未満まで減少させるこ

とを目標とします。 

目 標 

70.0％未満 

現 状(H28) 

75.4％ 
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小児傷病者救急搬送時の

現場滞在時間（30 分以上） 

 

【救急搬送における医療

機関の受入等実態調査】 

小児傷病者の救急搬送にかかる

現場滞在時間が 30 分以上の件数

を 90 件以下とすることを目標と

します。 

（ ）内は重症以上で搬送された

件数 

目 標 

90 件以下（0件） 

現 状(H27) 

175 件（0件） 

小児の訪問診療実施医療機関

数 

 

【ＮＤＢ】 

在宅医療を受ける小児（０歳～14

歳）の訪問診療を実施する医療機

関数を増やすことを目標としま

す。 

目 標 

20 施設 

現 状(H27) 

9 施設 

 

【２年ごとに確認する目標】 

目標項目 目標項目の説明 目標値・現状値 

小児科医師数 

 

【医師･歯科医師・薬剤師

調査】 

人口 10 万人あたりの小児科医が

全国平均（H28）以上となること

を目標とします。 

（ ）内は実数 

目 標 

13.3 人以上 
(241 人以上) 

現 状(H28) 

11.5 人(208 人) 

 

（4） 取組内容 

取組方向１：小児医療を担う人材の育成･確保 

○ 三重大学医学部における教育・研修体制を充実･強化することで、小児医療に関わるさまざ

まな診療科について専門医療を実践できる質の高い小児科医や小児外科医の育成を進めま

す。（三重大学、市町、県） 

○ 児童精神科医など、時代のニーズに応じた専門医の確保に努めます。（三重大学、医療機関、

医療関係団体、県） 

○ 研修医、医学生等が小児科医や小児外科医、産婦人科医を志望するよう、三重大学、ＭＭ

Ｃ卒後臨床研修センター、三重県地域医療支援センター等の関係機関が連携し、医師養成

課程から卒後研修体制の構築等キャリア形成支援を進めます。（医療機関、三重大学、ＭＭ

Ｃ卒後臨床研修センター、県） 

 

取組方向２：地域差のない小児医療提供体制の充実 

○ 限られた医療資源を効果的・効率的に活用するため、小児医療に関わるさまざまな診療科

による専門医療等を含め、病院の小児に関わる診療機能強化を進めます。（医療機関、医療

関係団体、市町、県） 

○ 一般の小児医療を行う機関では対応困難な患者に対する医療は小児地域医療センターが、

さらに重篤な患者に対する医療は小児中核病院である「三重こども病院群」が担い、連携

を図りながら必要な医療が受けられる体制整備を進めます。 

○ 子どもの発達支援の拠点である県立子ども心身発達医療センターにおいて、隣接する国立
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病院機構三重病院と機能的連携を図りながら、小児の発達に関わる包括的医療・療育体制

の充実に努めます。（医療機関、関係団体、市町、県） 

 

取組方向３：小児救急医療体制および予防的支援の充実 

○ 夜間や休日の不要不急の受診を抑制するため、「みえ子ども医療ダイヤル」による電話相談

を実施します。また、「子どもの救急対応マニュアル」の周知や親子教室などにより、家庭

における看護力の向上をめざします。（医療機関、市町、関係機関、県） 

○ 「医療ネットみえ」をはじめとする広報手段を活用し、休日･夜間応急診療所等、小児救急

医療情報の提供を行うとともに、休日や時間外に診療を行う医療機関の三重県救急医療情

報システムへの参加促進に努めます。（医療機関、三重県救急医療情報センター、市町、関

係機関、県） 

○ 小児救急医療拠点病院や二次救急医療機関の輪番制による小児救急患者の受入れ等につい

て、引き続き支援を行い、小児救急医療体制の確保に努めます。（医療機関、市町、県） 

○ 日常の診察だけでなく、母子保健事業を通じ、関係機関との連携を図りながら、妊娠期か

ら育児期にわたる途切れのない医療的支援を行うとともに、乳幼児事故や児童虐待等の予

防など、予防的な視点を含めた小児医療の提供をめざします。（医療機関、関係団体、市町、

県） 

○ あらゆる子どもの死亡事例を検証し、死因を究明するチャイルド・デス・レビュー（ＣＤ

Ｒ）について、国の動向をふまえ、本県における導入を検討します。（医療機関、関係団体、

市町、県） 

 

取組方向４：療養･療育支援体制の充実 

○ 小児病棟やＮＩＣＵ等で長期療養を余儀なくされている医療的ケア児等が生活の場で療

養・療育できるよう、相談支援専門員等関係者の連携をコーディネートする人材の確保、

育成に努めるとともに、ＮＩＣＵ設置病院とかかりつけ医、行政との顔の見える関係構築

に向けた取組を進めます。（医療機関、医療関係団体、市町、県） 

○ 医療的ケア児等の在宅療養を支えるため、三重大学医学部附属病院小児トータルケアセン

ターと連携し、医療、福祉、保健、教育等地域における支援関係機関の連携強化を図りま

す。（医療機関、三重大学、医療関係団体、市町、関係機関、県） 

○ 小児対応訪問看護ステーションや、訪問診療が可能な医療機関の確保に向け、医師（総合

診療医を含む）、歯科医師、薬剤師、看護師等を対象とした研修等を実施するなど、人材育

成に取り組みます。（三重大学、医療関係団体、関係機関） 

○ 医療的ケア児の家族が地域で安心して生活できるよう、レスパイト・短期入所を行うため

の体制構築を支援します。（医療機関、三重大学、医療関係団体、関係機関、県） 

○ 市町や関係機関との連携体制、レスパイト体制の充実、強化等、小児在宅医療体制の県内

全域への拡充を図ります。（医療機関、三重大学、医療関係団体、市町、関係機関、県） 

各地域において、途切れのない発達支援が行われるよう、子育てや発達に関する相談体制

の充実や、成人期への円滑な移行体制の整備、発達支援に関する人材育成等に取り組みま

す。（市町、関係機関、県） 

 


